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第１章 サマリー 

１－１ 本資料のサマリー 

 
１－１－１ ＩＰＴＶの種類 

ＩＰＴＶはコンテンツの側面においては「放送コンテンツ」・「独自コンテンツ」・「ＣＧＭ型コンテ

ンツ」に分けられ、「放送コンテンツ」はさらに「同時再送信型」と「異時再送信型」とに分けら

れる。また、視聴方式として「Ｖｉｄｅｏ Ｏｎ Ｄｅｍａｎｄ型」・「Ｌｉｎｅａｒ型」、配信方式として「ダ

ウンロード型」と「ストリーミング型」が存在する。 

 

１－１－２ 国内外の事例から得られた示唆 

国内外のＩＰＴＶサービス事例を調査した結果、ＩＰＴＶの普及に向けた取り組みの方向性とし

て「利便性の追求および多機能化」、「広告収入モデルを活用した無償提供」、「豊富なコンテ

ンツの確保」という３つの方向性が抽出された。 

 

１－１－３ ＩＰＴＶの技術標準化動向 

ＩＴＵにおけるフォーカスグループＩＰＴＶ （以下、ＦＧ ＩＰＴＶ）や、ＩＰＴＶ Ｇｌｏｂａｌ  

Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ（以下、ＩＰＴＶ ＧＳＩ）での仕様策定、勧告化、ＥＴＳＩにおける

ＤＶＢ－ＩＰや Ｂｒｏａｄｂａｎｄ ｆｏｒｕｍ (旧ＤＳＬフォーラム)における端末制御仕様の策定など

をはじめ、国内においてもＩＰＴＶフォーラムが設置され、利用促進、普及、技術使用の策定な

どが行われており、国内外を問わず、複数の団体が各種の技術面、運用面における仕様の

策定に取り組んでいる。 

 

１－１－４ 普及の経緯と今後の見通し 

光回線に代表される通信インフラの整備、またコンテンツ制作におけるコストや技術面での

障壁が低くなったことで、さまざまなプレーヤーがＩＰＴＶ市場に登場できるようになった。さら

なる普及を実現させるためには、コンテンツの大量供給を前提とした場合のユーザの利便性

向上がひとつのカギになると考えられる。 
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第２章 ＩＰＴＶの概要 

２－１ 定義 

 
２－１－１ ＩＰＴＶとは 

ＩＰＴＶ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ Ｔｅｌｅｖｉｓｉｏｎ）とは、Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ（ＩＰ）を用いて行われ

る放送に類似した通信サービスである。 

 

主にブロードバンド回線を利用し、映像や音声を視聴するものである。 

視聴の形態は、ＩＰ専用のＴＶもしくはＳＴＢをＴＶに接続して視聴するタイプとＰＣ、携帯端末

を利用して視聴するタイプの２種類に大きく分かれており、ユーザの環境にあわせ、視聴携

帯を選択が可能となっている。 

光回線は、無線による放送や有線・ＣＡＴＶと比べ、帯域が広く利用でき多チャンネル放送が

容易のため、ビデオ・オン・デマンド（以下、ＶＯＤ）サービス等が中心に行われている。 

近年、ＦＴＴＨの普及でさまざまなタイプのサービス、コンテンツプロバイダーが参入している。

なお、一般的なテレビとして、主に放送波を受信し表示する方式（ＲＦ方式）があるが、ＩＰを用

いた通信でないため本報告書においては調査の対象外とした。 

 

 

２－２－２ ＩＰＴＶの種類 

ＩＰＴＶは、様々な視点からいくつかのサービスに分類される。 

 

■コンテンツ 

 

ＩＰＴＶの種類をコンテンツの側面から分類すると、「放送コンテンツ」と「独自コンテンツ」と

「ＣＧＭ型コンテンツ」の３種類に分けられる。 

 

① 放送コンテンツ 

１）同時再送信型サービス 

放送のコンテンツをＩＰネットワークにリアルタイムに流すサービス。 

ＣＡＴＶにて、地上波によりテレビ番組をリアルタイムで配信（再送信）しているが、こ

れをＩＰネットワークに送信したものであり、現在テレビで流れている番組がＩＰネットワ

ーク経由で視聴することが可能となっている。 

その仕組みは、放送局が電波に乗せて配信した番組を通信事業者がいったん受信し、

その番組をＩＰパケットに変換して、自社のＩＰネットワークに送り出すというものである。 

こうすることで、そのＩＰネットワークにつながるユーザが、ネットワーク経由でテレビ番
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組を見られるようになる。 

 

図１：ＩＰ再送信にはマルチキャスト技術を使う 

テレビ放送局

地上デジタル放送

通信事業者
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【代表的なサービス】   

・ひかりＴＶ（ＮＴＴぷらら） 

・ＺＡＴＴＯＯ（スイスを中心） 

・Ｕ‐ｖｅｒｓｅ（アメリカ） 等 

 

 

２）異時再送信サービス 

過去に放送によって配信されたコンテンツを、ＩＰネットワークを用いて再送信するサ

ービス。コンテンツをダウンロードして視聴する方法（期間限定）と、送信する時間が

決まっているＬｉｎｅａｒ型の方法とがある。 

 

【代表的なサービス】 

・ｉＰｌａｙｅｒ（英国） 

・ ＮＨＫオンデマンド 



 

 

② 独自コンテンツ 

コンテンツホルダーが権利を持つコンテンツを配信するサービス。 

コンテンツホルダー単体で事業を展開する形ではなく、配信事業者が様々なコンテンツ

ホルダーからコンテンツを購入し、配信している形。もしくは配信事業者内に、コンテン

ツホルダーのチャンネルを用意し提供していることが多い。例えば、バンダイのコンテン

ツを提供している「バンダイチャンネル」等がある。 

      

【代表的なサービス】 

・ＧｙａＯ（ＵＳＥＮ） 

 

③ ＣＧＭ（Ｃｏｎｓｕｍｅｒ Ｇｅｎｅｒａｔｅｄ Ｍｅｄｉａ）型コンテンツ 

ＣＧＭは、いわゆる口コミサイトやＳＮＳなどが代表的なものであるがＩＰＴＶの世界でも、

ＣＧＭ型のサービスは存在する。 

 

代表的なものとしては、ユーザの持つ動画を無料でアップロードでき、また、他のユー 

ザのアップロードしたものを無料で視聴できるサービス。 

ＹｏｕＴｕｂｅを筆頭に、世界各国で類似サービスが提供されている。 

コンテンツを自由にアップロードできることから、公序良俗に反したものや著作権侵害 

をしたコンテンツが多々あり問題となることが多い。 

その反面、ユーザの数も多いことから最近では、そのサイト内に、企業のチャンネルを 

用意し、プロモーションに活用されることも多くなってきている。 

 

【代表的なサービス】 

・ＹｏｕＴｕｂｅ（ＹｏｕＴｕｂｅ） 

・ニコニコ動画（ニワンゴ）等 

 

■視聴方式 

 

① ＶＯＤ（Ｖｉｄｅｏ Ｏｎ Ｄｅｍａｎｄ）型サービス 

様々な映像コンテンツを視聴者が観たいときに、視聴することができるサービスをいう。 

 

ユーザが要求した段階で、コンテンツの配信を開始する通信となり、放送では行うこと

の出来ない一時停止や早送り、巻き戻し等の操作が可能な利便性が高いサービスが多

い。レンタルビデオ店に借りに行く代わりに利用するユーザが多い。 

課金の方法としては、コンテンツ毎に課金する（ペイパービュー）方式が一般的だが、一
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定金額を支払い観放題となるサービスも一部ある。 

視聴の形態としては、ＰＣで視聴する方法と、専用のＳＴＢを用いて、テレビで視聴する

方法の２通りがある。 

アクセスのある視聴者の数だけコンテンツを送出し続けなければいけないため、送出サ

ーバーや通信回線の帯域が多く必要とされている。高画質化に向けて、上記課題を克

服する必要がある。 

 

【代表的なサービス】 

・ひかりＴＶ（ＮＴＴぷらら） 

・ＭＯＶＩＥ ＳＰＬＡＳＨ 等 

 

② Ｌｉｎｅａｒ型サービス 

配信事業者のサイト、またはアプリケーションにいくつかチャンネルがあり、視聴したいコ

ンテンツが配信される時間にユーザがあわせる。そのため、視聴予約や配信可能時間

をユーザに事前に知らせるサービスを提供している事業者もある。 

 

送信時間が決まっているものとして、１つのコンテンツを短時間の間隔をずらして次々と

送出する方法もある。 

例えば、１つのコンテンツを５分置きに６チャンネルで送信。視聴者ははじめから視聴で

きなくても、最初の送信開始から３０分までなら、コンテンツの冒頭から視聴できるような

サービス。 

技術的には、多チャンネル放送であり、帯域が確保できれば可能であるが、この方法を

常に行うほどの帯域が用意できないため頻繁には行われていない。 

 

■配信方法 

 

①ダウンロード型サービス 

コンテンツを、事業者の用意するポータルから選択し自分のＰＣにダウンロードしてから

視聴するサービス。 

ＤＲＭによる視聴期限や、使用端末に対する制限（証明書等がない端末では再生でき

ない）があるサービスがある。 

 

【代表的なサービス】 

・ＬＩＳＭＯ ｖｉｄｅｏ 

・Ａｐｐｌｅ ＴＶ 等 
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②ストリーミング型サービス 

コンテンツを、配信事業者のサイト、または専用アプリ上で再生し、視聴するサービス。 

      

サイト上で提供するサービスは、ｗｅｂブラウザがあれば容易に視聴可能で、ユーザの

敷居も低い。ただし、画像サイズ（解像度）が制限されることがあり、大画面での視聴が

難しいところがある。 

逆に、専用アプリを用いるサービスは、ユーザにアプリのダウンロードが必要である。た

だ画面サイズについては、拡大・縮小が出来たりと、視聴しているときのユーザの状態

にあわせることが可能となる。 
 
 
２－２ 統計 

 
２―２―１ ＩＰＴＶの市場概況 

国内におけるＩＰＴＶサービスの契約件数は増加傾向にあり、２０１２年には３００万件を超え

ると予想されている。しかし、その一方で、ＦＴＴＨ契約件数に占めるＩＰＴＶ契約者数の割

合はそれほど高くはならないと考えられている 

 

図２  日本におけるＩＰＴＶ契約件数の成長予測（２００８年～２０１２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ＲＯＡ Ｇｒｏｕｐ 『日本ＩＰＴＶサービスの市場展望』 

 

実際に、利用者へのアンケートにおいても過半数以上が「利用しない/したくない」と答えて

いる。 
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図３：IPTV または VOD サービスの利用意向 N=1,038 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：図２、図３：インターネット白書２００７より抜粋 

 

ＩＰＴＶの利用を考えない理由としては「有料だから」や、「今のテレビで十分」、「見たい内容

がない」などが上位に上がっており、利用者拡大に向けて、豊富なコンテンツや通常のテ

レビ放送との差別化が課題となってくるだろう。 

また、ＳＴＢの設置の手間や手続きの手間なども上げられており、サービスを申し込み、視

聴するにあたり、ユーザに負担がかからないで視聴開始できる方法も課題となってくると

思われる。 

 

図４：IPTV または VOD サービスの非利用理由 N=５８４ 
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出典：インターネット白書２００７より抜粋 

第３章 ＩＰＴＶサービスの事例 

３－１ ＩＰＴＶサービスの分類 

前章で触れた通りＩＰＴＶのサービスをコンテンツの側面から分類する切り口として 

■ 放送コンテンツ系 

■ 独自コンテンツ系 

■ ＣＧＭ系 

の３カテゴリーが存在する。これらを分類軸とした場合、国内外における主なＩＰＴＶサービスは

以下のように位置づけられる。 

 

表１： 国内外の主な IPTV サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各サービスはいずれかのカテゴリーに主軸を置きつつも、他カテゴリーをまたいだサービスを 

計画・開始しているため上記の分類は常に変化するものと考えられる。次項以降では、上記の 

各分野におけるサービス事例をいくつか紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 10



 

 

３―２ 国内外のＩＰＴＶサービス事例 

 

３―２―１ Ｚａｔｔｏｏ 

Ｚａｔｔｏｏはスイスを中心にイギリス・ドイツ・フランス・スペイン・ベルギー・ノルウェー・デンマ

ークでＩＰＴＶサービスを展開している。 

Ｐ２Ｐの技術を用いてコンテンツを配信しており、Ｚａｔｔｏｏ ｐｌａｙｅｒと呼ばれるソフトウェアをＰ

Ｃにインストールすることで視聴が可能となる。Ｚａｔｏｏ ｐｌａｙｅｒは視聴者の操作性を重視し

ており、ＰＣ上における「ながら視聴」を想定したＵＩが実現されている。 

視聴可能なコンテンツとして各国のニュース番組やスポーツ番組・子供向け番組など約２００

タイトルが提供されている。広告収入をビジネスモデルとしており、利用者はこれらのコンテ

ンツを無料で視聴できる。配信コンテンツは独自のＤＲＭで保護されており、著作権問題へ

の対応にも配慮がなされている。 

２００８年３月時点で約１９０万人の利用者がおり、１８歳から４４歳までの利用者が全体の８割

を占めている。 

 

写真１： Ｚａｔｔｏｏの視聴画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３―２―２ ｉＰｌａｙｅｒ 

ｉＰｌａｙｅｒはＢＢＣが英国在住者のみに提供しているサービスで、過去１週間に放送された番

組のうち６０％～７０％をオンラインで無償提供している。サービス開始から約３ヶ月後には週

平均の視聴者が１１０万人に及び、その数は現在も拡大している。その一方で、ｉＰｌａｙｅｒの普

及によるトラフィックの増加が中小のＩＳＰを苦しめているという指摘も多い。 

当初は、異時再送信型でサービスを提供していたが、現在はいくつかの番組において同時

再送信が実現している。 

コンテンツには独自のＤＲＭ処理がされており、ダウンロード後３０日経つと自動的に消去さ
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れる。２００８年後半にはハイビジョン映像の配信も予定されている。 

写真２： ｉＰｌａｙｅｒで配信されているチャンネルの一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－３ ひかりＴＶ 

ひかりＴＶは、従来あった「４ｔｈ ＭＥＤＩＡ」、「ＯＣＮシアター」、「オンデマンドＴＶ」という３つの

映像配信サービスが一本化されたＩＰＴＶサービスで、現在、株式会社ＮＴＴぷららから提供さ

れている。テレビ番組が７５チャンネル、ビデオコンテンツが１０，０００本以上（その内、数百

本はハイビジョン作品）、カラオケサービスの曲数が１３，０００曲以上あり、利用者はプラン

（表２参照）に合わせてこれらのコンテンツを利用できる。番組を視聴するためにはＮＴＴ東日

本・ＮＴＴ西日本が提供する光回線「フレッツ光ネクスト」「Ｂフレッツ」「フレッツ光プレミアム」

のいずれかと契約する必要がある。プラットフォームはＩＰＴＶフォーラムで策定された標準仕

様に準拠している。現在は多チャンネル放送やＶＯＤに加え東京エリアと大阪エリアで地上

デジタル放送のＩＰ再送信を行っているが、今後は自主制作番組やデータ放送・双方向サー

ビスの導入なども計画している。サービス開始後４ヶ月で約１０万ユーザからの申し込みがあ

り、株式会社ＮＴＴぷららでは今後３年以内に１１０万ユーザの獲得を目指している。 

 

表２：ひかり TV のサービスプラン 
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３―２―４ ＮＨＫオンデマンド 

ＮＨＫオンデマンドは、ＮＨＫが過去に放送した番組をブロードバンド回線経由で有料配信す

るビデオオンデマンドサービスである。平成２０年４月１日施行の改正放送法により、ＮＨＫの

任意業務としてこのような通信回線を利用した有料番組の提供が可能になった。２００８年１２

月にサービスが開始された。ブロードバンド回線に接続されたＰＣでの視聴の他、アクトビラ

やひかりＴＶ･Ｊ：ＣＯＭオンデマンドといったＴＶサービス契約者も視聴可能。 

 

■配信される番組は以下の３カテゴリーに分類される。 

 見逃し番組 

ＮＨＫ総合、教育、ＢＳハイビジョン、ＢＳ１、ＢＳ２の５波の番組から、１日１０～１５番組

を放送の翌日から１週間程度配信 

 ニュース番組 

「おはよう日本」「正午のニュース」「ＢＳ列島ニュース」「ニュース７」「ニュースウオッチ

９」を放送後数時間で配信を開始して１週間配信 

 特選ライブラリー 

ＮＨＫアーカイブスに保存されている過去に放送された名作や人気番組などおよそ 

１，０００本の番組を権利許諾期間に応じて配信 

 

表３： 販売プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３―２―５ ＹｏｕＴｕｂｅ 

米ｃｏｍＳｃｏｒｅ社の調査（※１）によると、２００８年７月における米国の動画ストリーミング回

数はＧｏｏｇｌｅがトップで約５０億回（その９８％はＹｏｕＴｕｂｅの動画）と市場全体の４４％を占

めている。 

ＹｏｕＴｕｂｅはＣＧＭとしての特徴が強い動画共有サービスだが、２００８年１０月には過去に放

映されたテレビ番組を広告と共に提供するサービスを開始した。これはＴｈｅａｔｅｒ Ｖｉｅｗと呼

ばれるメディアプレーヤーを用いて番組を視聴するサービスで、番組の最初・途中・最後に

スポンサーの広告が付与される。「スター・トレック」や「ビバリーヒルズ青春白書」などＣＢＳ
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の過去の人気番組が配信予定で全編がひとつの番組として提供される。日本でのサービス

はまだ開始されていない。 

※１ http://www.comscore.com/press/release.asp?press=2444 

 
 
３―３ 国内外のＩＰＴＶサービス事例から得られる示唆 

国内外のＩＰＴＶサービス事例を俯瞰すると、ＩＰＴＶの普及に向けた取り組みの方向性として「利

便性の追求および多機能化」、「広告収入モデルを活用した無償提供」、「豊富なコンテンツの

確保」という３つの方向性が見出される。 

 

３―３－１ 利便性の追求及び多機能化 

ユーザの視聴形態が多様化しているのに合わせて各社とも様々な取り組みを行っている。

他の作業と平行して視聴されるシーンを想定したコンパクトなビューワーや、他者とのコミュ

ニケーションを促進させるためのチャット機能・評価書き込み機能など視聴者のユーザビリテ

ィを考慮したインターフェースが多く見られた。 

 

３―３―２ 広告収入モデルを活用した無償提供 

コンテンツに広告を挿入することで収益を確保し、視聴者への経済的負担を軽減させるケー

スが一般的になりつつある。 さらに視聴者の属性や視聴履歴などの情報から、視聴者個人

の志向に合った広告コンテンツを自動配信するといった取り組みを進めている企業もある。 

 

３―３―３ 豊富なコンテンツの確保 

前述した通り、ＩＰＴＶにおけるコンテンツの分類軸としては大きく「放送コンテンツ系」、「独自

コンテンツ系」、「ＣＧＭ系」の３つがあるが、国内外の事例を見る限りでは、これらのいずれか

に主軸を置きつつも他のカテゴリーに含まれるコンテンツをサービスの対象として考えてい

るケースが見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４章 ＩＰＴＶの技術標準化動向 

４－１ ＩＴＵにおける国際標準化の動向 

ＩＴＵにおけるＩＰＴＶの国際標準化は、まず２００７年、ＦＧ ＩＰＴＶが設置され、２００６年７月に

第１回会合が開催された。ＦＧ ＩＰＴＶは２００７年１２月まで活動し、要求条件、アーキテクチ

ャ、ＱｏＳ管理手法、誤り訂正方式、プロトコルなど計２０件の文書が作成された。 

その後、ＩＰＴＶの勧告化作業はＩＰＴＶ ＧＳＩという形で行われ、複数のＳＧ （Ｓｔｕｄｙ Ｇｒｏｕｐ）

が参加している。（表４－１） 

ＧＳＩは各ＳＧが同時期に集まって開催する合同会議で、２００８年１月に第１回が開催された。

それ以降、ＧＳＩ会合は、２～３か月おきに開催され、ＦＧ ＩＰＴＶで作成された文書を含め多く

のＩＰＴＶ関連文書が２００８年内にも勧告化される見込みである。 

 

表４－１ ＩＰＴＶ－ＧＳＩ関連ＳＧと担当 

SG 担当 内容 

SG9 CATV 関係 
ケーブル網でのＩＰＴＶサービス 

 

SG11 プロトコル関係 
ＩＰＴＶ用のプロトコルを勧告化 

 

SG12 品質評価関係 
ＱｏＳ/ＱｏＥに関する勧告 

 

SG13 NGN 関係 
ＦＧ ＩＰＴＶの親ＳＧ.ＩＰＴＶのアーキテクチャー、要求条

件、ＮＧＮとの関係などについて勧告 

SG16 マルチメディア全般 
マルチメディア・アプリケーション、ホームネットワーク、

端末などに関する勧告 

SG17 セキュリティ関係 
コンテンツ保護関連の勧告 

 
 

参考として、ＩＰＴＶアークテクチャの概要図を図４－１に示す。ＩＰＴＶのドメインに応じて、７つの機

能グループが定義された。それぞれの機能グループには、さらに複数の機能が存在する。 
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図４－１ ＩＰＴＶアーキテクチャの概要（Y.1910）

 

 

 

４－２ その他の国際標準化の動向 

（１）ＤＶＢ 

ＥＴＳI は、２００５年３月、ＥＴＳＩ ＴＳ １０４ ０３４”Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ ｏｆ ＭＰＥＧ-ＴＳ Ｂａｓｅｄ ＤＶＢ 

Ｓｅｒｖｉｃｅｓ ｏｖｅｒ ＩＰ Ｂａｓｅｄ Ｎｅｔｗｏｒｋ”（通称ＤＶＢ-ＩＰ）をリリースした。 

特徴として、サービス発見と選択にＳＤ＆Ｓという独自規格を導入している。また、誤り訂正に

パリティ符号やＲａｐｔｏｒ符号を追加で採用している。 

（２）Ｂｒｏａｄｂａｎｄフォーラム（旧ＤＳＬフォーラム） 

Ｂｒｏａｄｂａｎｄフォーラムは元々ＤＳＬに関する技術規格を策定する団体。このフォーラムでは、

ユーザの宅内に置かれた端末をサービスプロバイダ側から遠隔管理する仕組みとして 

ＴＲ０６９“ＣＰＥ ＷＡＮ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ”を規定している。 

 

 

４－３ 国内標準化の動向 

（１）有限責任中間法人ＩＰＴＶフォーラムの設立 

日本国内での標準化活動として、まず２００６年１０月に日本国内のＩＰＴＶ共通仕様策定を目

的とした任意団体として「ＩＰＴＶフォーラム」が設立された。 

さらにＩＰＴＶフォーラムの活動を引き継ぐかたちで、２００８年５月「有限責任中間法人ＩＰＴＶフ

ォーラム」が法人として設立された。有限責任中間法人ＩＰＴＶフォーラムの概要を図４－２， 

４－３に示す。 

 

 



 

 

図４－２ 有限責任中間法人ＩＰＴＶフォーラムの概要（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 有限責任中間法人ＩＰＴＶフォーラムの概要（その２） 
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（２）ＩＰＴＶ規定の公開 

ＩＰＴＶフォーラムは、２００８年９月「ＩＰＴＶ規定」（ＩＰＴＶＦＪ ＳＴＤ－０００１ １．０ 版）を公開し

た。規定は全７本の仕様書で構成されている。 

まず、配信インフラとして 

・ インターネットスコープ 

・ ＣＤＮスコープ 

を分け、それによる配信サービスの形態として 

・ ＶＯＤ 

・ ダウンロード 

・ ＩＰ放送 

・ ＩＰ再送信 

に分けている。さらに、放送から配信サービスに入るための連携仕様が放送連携仕様として

規定されている。（図４－３） 

 

 

 

図４－３ ＩＰＴＶ規定の仕様体系 
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ＩＰＴＶ規定のプロトコルスタックを図４－４に示す。日本のＩＰＴＶ規定は、通信レイヤにＩＰ規定、

コンテンツレイヤにはデジタル放送規格であるＡＲＩＢ ＳＴＩＤをベースにしたものを採用して

いる。 

図４－４ プロトコルスタック 

 

 



 

第５章 現在までの日本における普及経緯と今後の見通し 

表４： 

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
・12月 ADSL回線

　1000万回線突破

・3月 光回線がADSL

　回線の契約数を上回る

代表的な
回線

ADSL
契約者数

？
565万
（12月）

1,027万
（12月）

1,333万
（12月）

1,448万
（12月）

1,424万
（12月）

1,313万
（12月）

1,229万
（6月）

FTTH
契約者数

？
21万

（12月）
89万

（12月）
243万
（12月）

464万
（12月）

794万
（12月）

1,133万
（12月）

1,308万
（6月）

CATV
契約者数

？
195万

（12月）

248万

（12月）

287万

（12月）

324万

（12月）

357万

（12月）

374万

（12月）

396万

（6月）

・BB TV

・光プラス（MOVIE

SPLASH）

・Gyao
・ZATTOO

・VeohTV

・YouTube

・U-Verse

・ニコニコ動画

・JOOST

・Apple TV

・iPlayer

・ＬＩＳＭＯ Video

・hulu

・ひかりＴＶ

・branco
NHKオンデマンド’（予定）

･NTT Bフレッツ

　正式提供開始（8月）

･電気通信役務利用

　放送法施行（1月）
・ソフトバンク有線役務利用

放送事業者第1号登録（7

月）

･KDDI 光プラス提供開始

（10月）
･地デジ放送開始（12月）

・4th Mediaサービス開始（7
月）

･Yahoo! BB 光提供開始（10

月）

・Gyaoサービス開始（4月）

･情報通信審議会

　第二次中間答申（7月）

･Appleポッドキャスティング

　開始（8月）
･第２日本テレビ提供開始

（10月）

･選撮見録事件地裁判決

（10月）

･知財本部

　著作権法見直しの提言（2

月）
･ITU-T IPTVフォーカス・

　グループ発足（4月）

･ワンセグ放送開始（4月）

･文化審議会　同時再送信

　手続簡素化の提言（6月）
･通信・放送の在り方に

　関する懇談会　報告書（6

月）

･KDDIワンセグケータイ100

万台突破（10月）
･Gyao　サービス開始1年半

で1200万会員（10月）

･第２日本テレビ開局（12月)

・ニコニコ動画実験サービス
開始（12月）

・アクトビラ サービス開始（2月

・ひかりTVサービス開始（3

月）
・branco サービス開始（3

月）

・NHKオンデマンド サービス

開始（12月）

※固定回線の契約数は、総務省ホームページより

回線
伝送路の拡大

社会環境

主なIPTVサービス

トピック

ADSL（4-5M） FTTH（30M）
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５－１ 現状にいたる普及の経緯 

 
５－１－１ 光ファイバー通信回線の提供開始に伴う動き(２００１～２００４） 

２００１年８月、ＮＴＴ東日本／西日本は一般家庭向けに光ファイバー回線Ｂフレッツの提供を

開始する。 

 

それ以前にも、インターネット上に流通する動画コンテンツとして家庭向け通信カラオケのサ

ービスなどがあったが、一般家庭向けの光ファイバー回線が提供されたことにより、光ファイ

バー回線普及のための大容量を必要とするリッチコンテンツとして、動画コンテンツが求めら

れるようになった。 

その後、２００３年１０月、ＫＤＤＩ株式会社が、光プラスの提供を開始し、光ファイバー回線を

有効活用するためのコンテンツを配信するため、同年１２月ＭＯＶＩＥ ＳＰＬＡＳＨ（光プラス 

ＴＶ）を開始したことにより、回線事業者各社による、光ファイバー回線獲得競争のための付

加価値サービスとしての、ＩＰＴＶサービスの競争が始まる。 

ソフトバンクＢＢ株式会社は、当時、ＡＤＳＬ回線のシェアを飛躍的に伸ばしており、光ファイ

バー回線の提供開始は２００４年の１０月と、必ずしも、光ファイバー回線の普及に対して先進

的ではなかったが、ＩＰＴＶサービスの導入には非常に積極的であり、ＫＤＤＩに先駆けて、２００

２年の７月に有線役務利用放送事業者の第１号登録を行い、２００３年３月より、Ｙａｈｏｏ!ＢＢ

のＡＤＳＬ会員向けにＢＢＴＶをサービス開始している。 

これらの状況を受けて、Ｂフレッツユーザ向けのＩＰＴＶとして、２００４年７月には株式会社 

ＮＴＴぷららが“４ｔｈ ＭＥＤＩＡ”を開始し、２００５年３月には株式会社オン・デマンド・ティービ

ーにより、“オンデマンドＴＶ”が開始され、主要なブロードバンド回線で、専用ＳＴＢを用いて、

ＩＰＴＶサービスを利用できる環境が整うことになった。 

 

 

５－１－２ 放送・通信融合法制議論とインターネットＴＶ（２００５～２００６） 

２００５年以降、複数の政府機関で、ＩＰ放送の推進に向けた議論が高まってくる。 

 

２００４年以来、「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たす役割」に

ついて審議してきた総務省情報通信審議会は、２００５年７月に第二次中間答申を発表し、 

「ＩＰ放送による再送信の実現に積極的に取り組むべき」との方向性を打ち出した。 

その後２００６年に入り、竹中総務相（当時）の私的懇談会「通信・放送の在り方に関する懇談

会」、知的財産戦略本部コンテンツ専門調査会、文化庁文化審議会著作権分科会法制問題

小委員会などで、ＩＰマルチキャストの推進を後押しする報告書などがまとめられ、これを受

けて「知財計画２００６」では、地上波放送をＩＰマルチキャスト方式により、同時再送信を行う

場合、著作権法上有線放送と同様の手続きとするための著作権法改正案を提出することが
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記載され、国会の審議を経て、２００７年１月より施行された。 

また、この時期、ＳＴＢを必要とせず、ＦＬＡＳＨやＷｉｎｄｏｗｓ Ｍｅｄｉａ Ｐｌａｙｅｒなどインターネ

ット上で、無料で手に入るソフトウェアを使って、無料でストリーミング配信されるタイプの動

画コンテンツ（インターネットＴＶ）のサービス開始が目立つ。 

 

 ２００５年４月には、株式会社ＵＳＥＮがインターネットＴＶ、ＧｙａＯのサービスを開始し、

多くのオリジナルコンテンツを無料で視聴できることから、急速に利用者を拡大し、 

２００６年 1０月には延べ１２００万人の視聴を達成した。 

 ２００５年１２月には、動画共有サイトＹｏｕＴｕｂｅがサイトを開設し、２００６年末までに、

日本国内で約９００万人の利用があった。 

 ２００６年１２月には、再生動画内にコメントを埋め込む特徴を持つ、日本発の動画共

有サービス、ニコニコ動画の実験サービスが開始されている。 

 

これらサードパーティの動画配信サービス提供の背景として、次の３点が考えられる。 

①２００４年までのＡＤＳＬも含めたブロードバンド回線の普及により、利用者が動画コンテ 

ンツをストレスなく視聴できる環境が整いつつあった。 

②サービス提供者が、通信インフラを提供する必要がなく、サービスの立ち上げ期におい 

ては、アプリケーション開発などの低コストで運用することができた。 

③コンテンツ制作者にとって、安価な制作ツールが出回り、また、その結果、個人レベルで 

のコンテンツ制作も盛んとなった。 

 

 

５－１－３ メーカー、放送事業者のＩＰＴＶ参入（２００７～） 

２００７年に入ると、それまでＩＰＴＶを推進してきたネットワーク回線事業者、また、ＰＣ上のＷ

ＥＢサービスとして、インターネットＴＶの提供を開始したサードパーティに続いて、端末を提

供するメーカーやコンテンツ流通上の上流にあたる放送事業者のＩＰＴＶ参入への動きがみら

れるようになる。 

２００７年２月に、メーカーを中心とした企業が設立したテレビポータルサービス株式会社によ

り、アクトビラがスタートした。 

アクトビラは、対応テレビにＩＰＴＶのチューナーが内蔵されていることで、ＳＴＢを必要とせず、

テレビに直接ネットワーク回線を接続し、ＩＰＴＶを利用することができる。２００８年５月末時点

で４０万台の対応テレビがネットワーク接続しているが、ネット接続率は１０～３０％と見られ、

テレビ購入者への認知度、利用動機づけはこれからの課題である。 

 

放送事業者としては、２００８年１２月より、ＮＨＫオンデマンドが開始される。 

それまでも、民放各社で、第２日本テレビなどのＰＣ上でのブラウザや専用プレーヤーを使用
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したインターネットＴＶ型のコンテンツ提供が試験的に行われているが、ＮＨＫオンデマンドに

おいては、アクトビラ、ひかりＴＶ、Ｊ：ＣＯＭオンデマンドなどのＳＴＢ利用型のＩＰＴＶに対し、

ハイビジョン画質で、一部番組の見逃し視聴、ビデオ・オン・デマンド方式でのＮＨＫアーカイ

ブス収蔵番組の提供などを行うことで注目される。また、ＰＣ向けにも、ＮＨＫが直接配信する

ほか、ＧｙａＯやＹａｈｏｏ!動画、ＢＩＧＬＯＢＥストリームなどの外部の配信事業者を通じて、スト

リーム型、ダウンロード型双方で、提供されることになっている。 

 

 

５－２ 今後の見通し 

 
５－２－１ ＮＧＮ普及に伴う動向から 

２００８年３月、ＮＧＮ商用サービスの開始と同時に、既存の４ｔｈ ＭＥＤＩＡ、オンデマンドＴＶと

統合する形で、株式会社ＮＴＴぷららと株式会社アイキャストが提供する「ひかりＴＶ」が始ま

った。 

 

ＮＧＮでは、ＩＰＴＶを実現するための特別なＱｏＳ制御の仕組みとして、暗号化処理やセッショ

ン、帯域制御が工夫されており、ベストエフォート型の通信回線を使用するＩＰＴＶに比べ、パ

ケットの遅延やロス、ＤＲＭの制御に関して、信頼性が高まることで、非常に高いクオリティを

要求する既存映像コンテンツなどの配信に関してのネットワーク部分の懸念をかなり軽減す

ることができるものである。 

ＮＴＴは２００６年１２月から２００７年１２月にかけて、ＮＧＮの商用サービス開始に向けた技術

確認とユーザの要望を把握ためのフィールドトライアルを行ってきた。そこでは、ハイビジョン

映像配信サービスの期待度が高く、一方で、端末のデザイン性やチャンネル切り替えがスム

ーズでないことなどが、ストレスとして挙げられている。 

同時に、帯域保証の効果、メリットがユーザから見てわかりにくいなどの点も指摘された。 

 

今後のＮＧＮ普及のカギは、現在までのテレビに慣れたユーザに対してのユーザエクスペリ

エンスを損なわず、目に見える形でのメリットを訴求することにあろう。 

 

 

５－２－２ 地デジ完全移行に伴う動向から 

２０１１年７月の地デジ完全移行への各種対応が進んでいるが、未だ、地デジの普及率は２０

０８年９月末時点で５０％未満であり、一般家庭におけるテレビ買い替えのピークは今後に訪

れる。その際、現状で、アクトビラ対応テレビを出しているメーカーの液晶テレビ販売シェアは

合計で９０％以上であり、地デジテレビ買い替えの際に、アクトビラ対応の製品が選ばれる可

能性は非常に高い。 
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一方で、現在のアクトビラ対応テレビのネット接続率は１０～３０％であり、多くの購入者にサ

ービスが利用されていない状況である。 

今後の地デジテレビ購入者は、アーリーアダプターではなく、フォロワーであるため、現状の

ままでは、ネット接続率はさらに下がる公算が高い。 

せっかくのハードウェア普及の好機を生かすためには、簡単なネット接続へのナビゲーション、

多くの人に受け入れられる魅力的なサービスが必要となろう。 

また、地デジの普及に関しては、難視聴地域の解消の問題があり、電波を飛ばすことが困難

であったり、コストが高すぎる地域について、ＮＧＮ網によるＩＰ再送信の期待がもたれており、

地方においては、これを契機にＩＰＴＶが普及する可能性がある。 

一方で、電波を飛ばすことに困難が生じる地域では、光ファイバーの敷設も同様に困難であ

るケースが多く、難視聴地域解消のための解決策として、ＮＧＮ網の敷設が採用されるかは

不透明である。 

 

 

５－２－３ 海外動向の影響から 

ヨーロッパでは、イタリアのＦＡＳＴＷＥＢ、フランスのＦＬＡＮＣＥ ＴＥＬＥＣＯＭがビジネス的

にＩＰＴＶを成功させた事例があるが、これらの国々では、地上波放送、衛星放送のほかに、

ケーブルテレビなど多チャンネル放送が普及するフェーズが存在せず、現在のＩＰＴＶが日本

やアメリカにおける多チャンネル放送として受け入れられている側面があり、ＩＰ網を利用した

特別なサービスが受け入れられたりしているわけではなく、同じモデルを導入しても日本にお

いては、ケーブテレビやＣＳ放送のリプレースとしてしか受け入れられる余地はない。 

また、国際競争力を持つ日本メーカーが共通規格化したアクトビラが、海外での規格に採用

される可能性については、逆に、日本の光ファイバー普及状況が特殊なケースとして、海外

普及の阻害要因になる可能性がある。 

現在のアクトビラは、ビデオコンテンツの視聴に実効速度６Ｍｂｐｓ以上の回線速度を要求し

ており、未だ、ＡＤＳＬ回線が主流である海外に本規格を持ち込んでも、ほとんどの家庭でコ

ンテンツを視聴することができない状況である。 

とはいえ、将来を見据え、ガラパゴス化に陥らず、日本発の標準規格を海外展開するための

工夫と努力は引き続き必要と言える。 

 

 

５－２－４ キラーコンテンツ 

現在のＩＰＴＶにおけるコンテンツの多くは、地上波の再送信、映画やアニメーションなどの２

次流通など、ケーブルテレビやＣＳ放送が提供しているコンテンツと大差ないものである。今

後、ＩＰＴＶ特有のコンテンツが望まれるのは当然だが、そのためには、数多くの実験的なコン

テンツが流通し、評価されることが必要である。 
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そこで、大量かつ簡単にコンテンツを作ることができる環境、仕組みが望まれる。 

例えば、コンテンツ制作規格のフォーマット化、テンプレート化、さらにはインタラクションがコ

ンテンツとして楽しむことができるような形で、多数のコンテンツ制作者が生まれるなどの環

境、サービスの拡充が考えられる。 

また、ＩＰＴＶ向けのコンテンツが大量に産み出された暁には、視聴者が自分の希望するコン

テンツを選択することが困難になる状況が考えられる。 

それに対して、ユーザインターフェースの工夫や検索機能、さらには、視聴者を特定できるＩＰ

サービスの特性を生かして、ログ解析によるリコメンデーションなどの、インテリジェントサー

ビスの開発も必要になってくる。 

 

ＩＰＴＶ端末については、昨今の情報デバイスの進化の方向性から、単なる映像コンテンツを

視聴する端末から、携帯電話のように通話→メール→ＷＥＢなどのように、多機能端末へ進

化していく可能性がある。 

 

ネットワーク

スタンドアローン

単
機
能

多
機
能

IPTV

カーナビ

カーナビ

PC

PC

TV

図６：デジタル機器の機能拡張動向 
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【添付資料】 

利活用ＷＧ構成員名簿（平成２０年１２月１７日現在） 

 

（社名五十音順、◎はリーダー） 

 

 

    五十嵐 知宏   伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

仁平 成彦     株式会社エフエム東京 

河原 克幸     エンピレックス株式会社 

鈴木 英夫     オーバム ジャパン 

後藤 裕久     沖電気工業株式会社 

前田 修作     クアルコムジャパン株式会社 

桑原 康明     ＫＤＤＩ株式会社 

丸山 隆史     ソフトバンクテレコム株式会社 

國頭 義之     ソニー株式会社 

菅沼 真       株式会社電算 

◎曽根 秀昭     東北大学 

柳谷 圭介     日本電気株式会社 

伊藤 博之     株式会社ネクストジェン 

阿部 基       株式会社日立製作所 

高橋 英一郎   富士通株式会社 

牧野 真也     三菱電機株式会社 

菅原 章       株式会社メディアッティ・コミュニケーションズ 
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